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平成１6年１0月期  中 間 決 算 短 信（連結） 
                                            平成16年6月 4日 

会  社  名        株式会社キタック                  登録銘柄 
コード番号        ４７０７                      本社所在都道府県 新潟県     

（ＵＲＬ http://www.kitac.co.jp/）                                     
代  表  者  役  職  名  代表取締役社長 

        氏    名  中山 輝也 

問い合わせ先  責任者役職名  常務取締役経理部長 
        氏    名  小野澤彰男             ℡ （０２５）－２８１－１１１１ 

決算取締役会開催日  平成16年6月 4日      

米国会計基準採用の有無  有・◯無  

１．16年4月中間期の連結業績（平成15年10月21日～平成16年4月20日） 

(1) 連結経営成績                                     （百万円未満切捨） 
 
 

売上高 営業利益 経常利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

16年4月中間期 1,381 （  △ 8.6） 104 （ △ 17.4） 76 （ △ 20.3） 

15年4月中間期 1,512 （  △ 8.0） 126 （  △ 3.6） 95 （  △ 7.3） 

15年10月期 2,562  121  64  

 

 中間（当期）純利益 １株当たり中間（当期）純利益 
潜 在 株 式 調 整 後          

１ 株 当 た り 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 

 百万円 ％ 円 銭 円 銭 

16年4月中間期 42 （ △ 69.1） 7 52 － － 

15年4月中間期 136 （  167.6） 24 38 － － 

15年10月期 98  17 60 － － 

(注)1.持分法投資損益    16年4月中間期  －  百万円 15年4月中間期 －  百万円  15年10月期 － 百万円 

  2.期中平均株式数(連結) 16年4月中間期 5,601,024株  15年4月中間期 5,601,049株  15年10月期5,601,036株 

  3.会計処理の方法の変更   有・◯無   

  4.売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率  

(2) 連結財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円 銭 

16年4月中間期 5,152 2,123 41.2 379 4 

15年4月中間期 5,308 2,170 40.9 387 58 

15年10月期 5,475 2,110 38.5 376 88 

（注）期末発行済株式数(連結) 16年4月中間期5,601,024株   15年4月中間期5,601,024株  15年10月期5,601,024株 
（3) 連結キャッシュ・フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 

期 末 残 高 
 百万円 百万円 百万円  百万円 

16年4月中間期 650 31 △ 463  556 

15年4月中間期 330 △ 154    △ 128  430 

15年10月期 69 △ 173 57  337 

（4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
連結子会社数 １社   持分法適用非連結子会社数 － 社  持分法適用関連会社数 － 社 

（5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況  
   連結（新規） － 社  （除外） － 社   持分法（新規） － 社  （除外）－ 社 

２．16年10月期の連結業績予想（平成15年10月21日～平成16年10月20日） 

 売  上  高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

 百万円 百万円 百万円 

通   期        2,455        109           57 

(参考)１株当たり予想当期純利益（通期） 10円 18銭     
※上記の業績予想につきましては、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。 

 実際の業績は、今後、様々な要因によって予想数値と異なる可能性があります。 
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添付資料 

１. 企業集団の状況 

当社グループは、当社及び4社の子会社により構成されており、主に建設コンサルタント事業を営ん

でおります。 

当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。 

 

  （建設コンサルタント事業） 

   当社は、新潟県内を中心に地質調査・土木設計等の業務を営んでおります。 

   新栄エンジニア㈱は、山形県において当社と同様の業務を営んでおり、山形県内での受注拡大を

図り平成5年から資本参加し、連結子会社としております。 

   哈爾濱新龍工程技術開発有限公司は中華人民共和国において当社と同様の業務を営む子会社で、

当社は研修生として技術者を受け入れております。 

   哈爾濱北友土木工程開発有限公司は中華人民共和国において、土木工事の施工と施工管理を行う

会社であります。 

 

  （その他事業） 

   当社は、新潟県（新潟市）、宮城県（仙台市）で不動産賃貸業等を営んでおります。 

   ㈱クリエイティブ蒼風は、広告宣伝物等の企画・印刷出版を行う子会社で、事業環境・勤務体系

等の違いから別会社化しております。 

   事業の系統図は、次のとおりであります。 
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ｸﾘｴｲﾃｨﾌﾞ蒼風        

 新栄エンジニア 
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２. 経営方針 

（1） 会社の経営の基本方針 

    当社は昭和48年の創立以来、一貫して、国や地方自治体などの行う社会資本整備の計画・調査や設計業務を

行って参りました。その間に、除々に積み上げた豊富な技術、そしてノウハウ、関連情報を用いてその業務を

拡大して参りました。そして業界の地域のリーディングカンパニーとしての目標は達成されましたが、さらに

東日本のリーディングカンパニーを目指しております。 

私共の経営理念は次のとおりであります。 

①優れた技術を社会に提供し、社会の発展に寄与する事を使命とする。したがって常に、誠実な業務遂行を信

条とする。 

②顧客、株主、従業員、関連業者、地域社会等に信頼され、敬愛される会社になることを理想とする。従って、

その前提として常に細心かつ積極的に利潤を確保し、相互理解と協力によって業務を遂行する事を本領とす

る。 

③新しい優れた技術と合理的な経営によって業務を遂行し、常に初心にかえり、新知識の吸収と創意工夫によ

る革新に邁進し、新鮮にして特色の有る会社となること。 

これらに基づき、多様化した顧客ニーズに応えるとともに、当社の技術力の一層の向上と企業価値の増大に全社一丸となっ

て努力しております。 

しかしながら、最近の財政状況の悪化による公共事業の減少は、当社もその影響をまともにうけ受注減少

傾向となっております。従来の当社の業務と関連した周辺業務の研究開発そして販売に努めているところで

あります。それには、環境保全分野での解析評価や、公共構築物の維持管理設計などがあり、現在そして、

今後の社会のニーズにあったものがあげられます。すでにこれらも当社の業務の一部に加えておりますが、

徐々に顧客も拡がり近いうちに、当社の主要商品の一つとなることを確信しております。 

一方、自治体の合併にともなって発生する業務についても現在研究を続けております。 

 

（2）会社の利益配分に関する基本方針 

    当社の利益配分に関しましては、会社の業績そして将来の事業展開などを総合的に勘案しながらも、株主の

皆様に安定的な配当を継続して行う事を基本にしております。 

    内部留保金は、社会の変革に伴なうニーズの変化に対応する新分野についての研究開発投資などに充当し、

一層の競争力の強化に取り組む方針であります。 

 

（3）投資単位の引下げに関する考え方及び方針等 

   当社は株式市場において、より多くの投資家の参加による株式の流動性を図り適正な株価が形成されるため

には、投資単位の引下げが必要と考えて、平成15年5月26日開催の当社取締役会において、平成15年6月25日よ

り投資単位を1,000株から100株へ引下げました。これにより当社株式の流動性の確保を図っております。 

 

（4）目標とする経営指標 

   当社グループが目標とする経営指標といたしましては、安定した経営を持続していくため、株主資本比率、

売上高経常利益率、１株当たり当期純利益などの指標の向上を目指しております。 

 

（5）中長期的な会社の経営戦略 

    当社は公共事業投資が縮小傾向にあり受注競争が激化するなかで、いかに利益を確保するかを課題として検

討して参りました。 

地域特性を理解し、精通したコンサルタントとして蓄積した技術や地域情報そしてノウハウをフルに活用し、

特異性を生かし同業他社との差別化に向けて努力してゆく所存です。 

   それにより、顧客満足を達成し、顧客とのパートナーシップを築き、受注拡大に向けたいと存じます。特に

当社は、新潟に本社を置くことからこの地方での高い受注シェアをもっており、この強みを生かして、さらに

強固な営業基盤を確立し、維持してゆきます。 
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   今後次の項目に重点を置き、努力を続けます。 

①受注の確保と利益の確保 

営業部門における情報システムの活用、技術力を生かした提案型営業を行い、受注目標を達成し、さらに上

積みに向け努力します。また、能力主義をとり入れた人事管理、すでに構築されたISO9000Sを基本とした品質

管理を徹底させ、「ほめ」「報い」「たたえる」を基本に、活力がありうるおいのある職場環境をつくり出し、

原価率を引下げ、結果として利益を確保し増加させます。 

②新規分野業務の開発強化 

  当社の事業の基である従来の技術力をベースに地質、地盤、防災、土木設計に関連する新たなコアコンピタ

ンスとして遺跡調査業務・海洋深層水開発のコンサルティング業務や土壌汚染調査・下水道メンテナンス等環

境関連部門に対して積極的に経営資源を投入し受注の拡大に努めます。 

 

（6）会社の対処すべき課題 

当社は、主たる業務であります公共事業費の削減傾向に機敏に対応できるスリムな企業体質への転換を図っ

ております。従って、厳しい競争に打ち勝つために対応できる人材の育成を急いでおこない、技術力の向上を

図ります。それとともに市場での受注の確保、拡大を図ります。 

 

（7）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

  (コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方) 

    当社は、従来から株主重視の基本方針に基づき、コーポレート・ガバナンスの充実を念頭においた経営の透明

性や公正性、健全性を確保することが重要な経営課題と考えております。 

  (コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況) 

①取締役会 

取締役７名で構成し全員が社内取締役であります。原則として月１回開催しており、法令で定められた事項

及び経営に関する重要事項について決議・報告を行っております。 

  ②監査役会 

監査役２名（うち、常勤監査役１名・社外監査役１名）で構成されており、常勤監査役は原則として月１回

開催している「取締役会」に出席し、経営の効率性、妥当性を幅広く検証し、経営に対しての助言、提言を行

うことにより経営の透明性を高めております。 

③その他  

業務執行については、取締役会のほかに常務取締役による「常務会」や「所属長会議」「営業責任者会議」

を設置して、適時必要に応じて開催しており、機動的な経営対応を図っておりますと同時に、情報伝達及び共

有化と、危機管理の徹底に努めております。 

今後もコーポレート・ガバナンスの更なる充実が経営の重要課題の一つと認識し、株主利益に資する体制を

確立するために、必要な施策を着実に実行に移してまいる所存であります。 

なお、会社と会社の社外取締役および社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係

の概要につきましては、社外監査役安尻利行が当社の大株主であります。 
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３．経営成績及び財政状態 

（1）経営成績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、民間設備投資と輸出に支えられ、個人消費に持ち直しの動きがあるよう

に、景気が少し好転し部分的に明るい兆しがあるものの、雇用情勢において失業率が高水準であるなど、回復基調の足

取りは重く、力強さに欠け、依然として厳しい状況で推移いたしました。 

その中で、当社グループの属する建設コンサルタント業界におきましても、国・地方自治体の公共投資抑制政策によ

り、業務量の減少に加え、受注単価の引き下げ、更に受注競争も激化し、前連結会計年度に引き続き厳しい状況が続き

ました。 

 このような状況のもとで、当社グループは、より幅広い顧客層に対し積極的に営業展開し、受注の確保に取り組みま

したが、当中間連結会計期間における連結受注高は10億３千１百万円（前年同期比6.7％減）、連結売上高13億８千１

百万円（同8.6％減）、連結営業利益１億４百万円（同17.4％減）、連結経常利益７千６百万円（同20.3％減）、連結

中間純利益４千２百万円（同69.1％減）となりました。 

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

 建設コンサルタント事業におきましては、受注単価の引き下げや市場縮小に伴なう受注競争が一層激化する傾向にあ

るなかで、プロジェクト毎にきめ細かな原価管理を実施し、業務改善を図り諸経費の削減に努めましたが、完成業務収

入13億２千９百万円（前年同期比9.0％減）、完成業務原価９億４千２百万円（同7.4％減）、営業利益１億９千万円と

なりました。 

その他事業におきましては、賃貸物件の入居率を高めるとともに維持管理費の削減に努めた結果、不動産賃貸等収入

５千１百万円（前年同期比1.9％増）、不動産賃貸等原価３千７百万円（同4.1％減）、営業利益１千４百万円となりま

した。 

 なお、事業の種類別セグメント情報は、前連結会計年度より記載しているため、セグメント別営業利益の前年同期比

については、記載を省略しております。 

 

（2）財政状態 

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動による資金の増加ならびに

投資活動による資金の増加はありましたが、財務活動による資金の減少により、当中間連結会計期間末には５億５千６

百万円（前年同期比１億２千６百万円増加）となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は、６億５千万円（前年同期は３億３千万円の獲得）となりました。これは、主に税金

等調整前中間純利益８千２百万円、減価償却費３千９百万円、売上債権の減少額３億８千７百万円、たな卸資産の減少

額７千１百万円、未成業務受入金の増加額７千９百万円等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果得られた資金は、３千１百万円（前年同期は１億５千４百万円の使用）となりました。これは、主に

有形固定資産の売却による増加額３千７百万円等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は、４億６千３百万円（前年同期は１億２千８百万円の使用）となりました。これは、

主に長期借入金の返済による減少額２億３千５百万円、短期借入金の純減少額２億円等によるものであります。 
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（3）通期の見通し 

   今後の当社グループをとりまく経営環境の見通しといたしましては、政府の進める公共事業の見直しや公共投資

のトータルでの縮小により、依然、市場は厳しい競争状態が続くものと考えられます。 

   このような状況のもと、当社グループといたしましては、過去に蓄積された優れた技術、ノウハウをベースにし

た他社と異なる知的資産を用いて、従来業務を確保するよう努力し、同時に、新しい分野として「都市再生のマス

タープラン」、「エネルギービジョン」、「土木・建築の構造物耐震診断及びメンテナンス」や「環境関連業務」

ならびに自治体の合併に伴なうニュービジネスの開拓など、これらに積極的に資源を投入し、時代のニーズに合わ

せた組織を構築いたします。 

また、他社と差別化した手法を用いた技術提案を積極的に営業活動に取り入れ、受注目標を達成するように努め

るとともに、引き続きコスト管理を徹底し、利益目標の達成に努める所存です。 

 

  通期の業績目標は、連結売上高24億５千５百万円、連結経常利益１億９百万円、連結当期純利益５千７百万円

を見込んでおります。 
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４．中間連結財務諸表等 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

 

  
前中間連結会計期間末 

(平成15年４月20日) 

当中間連結会計期間末 

(平成16年４月20日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成15年10月20日) 

区分 
注記 
番号 金額(千円) 

構成比 
(％) 金額(千円) 

構成比 
(％) 金額(千円) 

構成比 
(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金 ※２  436,508   556,519   337,601  

２ 受取手形及び 
  完成業務未収入金   639,692   374,837   762,447  

３ たな卸資産   148,845   214,970   286,521  

４ 繰延税金資産   29,898   28,237   28,527  

５ その他   21,041   21,361   38,144  

貸倒引当金   △2,480   △1,223   △2,769  

流動資産合計   1,273,506 23.9  1,194,702 23.2  1,450,472 26.5 

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※１          

(1) 建物及び構築物 ※２  498,553   518,043   535,707  

(2) 機械装置 
  及び運搬具 

  8,858   7,601   8,187  

(3) 工具器具備品   390,978   389,011   389,128  

(4) 賃貸資産 ※２  625,648   555,581   571,137  

(5) 土地 ※２  2,260,074   2,227,674   2,260,074  

有形固定資産合計   3,784,114 71.4  3,697,913 71.8  3,764,235 68.7 

２ 無形固定資産   23,552 0.4  21,708 0.4  22,271 0.4 

３ 投資その他の資産           

(1) 投資有価証券   98,731   111,737   115,148  

(2) 繰延税金資産   86,013   87,491   83,366  

(3) その他   43,058   44,769   45,696  

貸倒引当金   △400   △5,335   △5,335  

投資その他の資産 
合計 

  227,403 4.3  238,662 4.6  238,875 4.4 

固定資産合計   4,035,069 76.1  3,958,283 76.8  4,025,382 73.5 

資産合計   5,308,576 100.0  5,152,986 100.0  5,475,855 100.0 
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前中間連結会計期間末 

(平成15年４月20日) 

当中間連結会計期間末 

(平成16年４月20日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成15年10月20日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

１ 業務未払金   126,554   139,021   161,643  

２ 短期借入金 ※２  701,792   532,522   757,024  

３ 未払金   139,900   134,819   125,055  

４ 未払法人税等   22,840   42,716   27,254  

５ 未払消費税等   16,053   22,519   3,352  

６ 賞与引当金   49,548   45,222   52,001  

７ その他   76,927   136,559   57,277  

流動負債合計   1,133,616 21.3  1,053,379 20.4  1,183,609 21.6 

Ⅱ 固定負債           

１ 社債   200,000   200,000   200,000  

２ 長期借入金 ※２  1,577,916   1,526,360   1,736,990  

３ 退職給付引当金   47,703   67,376   61,380  

４ 役員退職慰労引当金   161,633   166,277   166,684  

５ その他   16,841   16,565   16,288  

固定負債合計   2,004,094 37.8  1,976,579 38.4  2,181,343 39.9 

負債合計   3,137,710 59.1  3,029,959 58.8  3,364,952 61.5 

(少数株主持分)           

少数株主持分   ― ―  ― ―  ― ― 

(資本の部)           

Ⅰ 資本金   479,885 9.0  479,885 9.3  479,885 8.7 

Ⅱ 資本剰余金   306,201 5.7  306,201 5.9  306,201 5.6 

Ⅲ 利益剰余金   1,499,444 28.2  1,447,644 28.1  1,433,487 26.2 

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金 

  △4,288 △0.0  △326 △0.0  1,706 0.0 

Ⅴ 自己株式   △110,376 △2.0  △110,376 △2.1  △110,376 △2.0 

資本合計   2,170,865 40.9  2,123,027 41.2  2,110,902 38.5 

負債、少数株主持分 
及び資本合計   5,308,576 100.0  5,152,986 100.0  5,475,855 100.0 
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② 【中間連結損益計算書】 

 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成14年10月21日 
至 平成15年４月20日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成15年10月21日 
至 平成16年４月20日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

(自 平成14年10月21日 
至 平成15年10月20日) 

区分 
注記 
番号 金額(千円) 

百分比 
(％) 金額(千円) 

百分比 
(％) 金額(千円) 

百分比 
(％) 

Ⅰ 売上高   1,512,003 100.0  1,381,801 100.0  2,562,286 100.0 

Ⅱ 売上原価   1,055,689 69.8  979,169 70.9  1,778,544 69.4 

売上総利益   456,313 30.2  402,631 29.1  783,741 30.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  329,973 21.8  298,221 21.6  661,942 25.8 

営業利益   126,340 8.4  104,410 7.5  121,799 4.8 

Ⅳ 営業外収益           

１ 受取利息  28   175   55   

２ 受取配当金  510   375   1,250   

３ 機器等賃貸収入  527   540   1,055   

４ その他  2,527 3,593 0.2 1,238 2,330 0.2 4,020 6,380 0.2 

Ⅴ 営業外費用           

１ 支払利息  30,442   29,785   57,211   

２ 投資有価証券評価損  ―   ―   1,000   

３ その他  4,117 34,559 2.3 936 30,721 2.2 5,660 63,871 2.5 

経常利益   95,373 6.3  76,019 5.5  64,308 2.5 

Ⅵ 特別利益           

１ 保険解約益  5,235   ―   5,235   

２ 貸倒引当金戻入益  1,218   1,656   ―   

３ 固定資産売却益 ※２ ―   5,183   ―   

４ 役員退職慰労引当金 
  戻入益 

※３ 131,423 137,876 9.1 ― 6,839 0.5 131,423 136,658 5.3 

Ⅶ 特別損失           

１ 固定資産処分損 ※４ 2,153   363   4,619   

２ 投資有価証券評価損  7,359 9,512 0.6 ― 363 0.0 ― 4,619 0.2 

税金等調整前 
中間(当期)純利益   223,737 14.8  82,495 6.0  196,347 7.6 

法人税、住民税 
及び事業税  22,947   42,788   33,555   

法人税等調整額  64,222 87,170 5.8 △2,455 40,332 2.9 64,176 97,732 3.8 

中間(当期)純利益   136,567 9.0  42,162 3.1  98,614 3.8 

           
 



 

―10― 

③ 【中間連結剰余金計算書】 

 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成14年10月21日 
至 平成15年４月20日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成15年10月21日 
至 平成16年４月20日) 

前連結会計年度 
(自 平成14年10月21日 
至 平成15年10月20日) 

区分 
注記 
番号 金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

(資本剰余金の部)        

Ⅰ 資本剰余金期首残高   306,201  306,201  306,201 

Ⅱ 資本剰余金中間期末 
（期末）残高 

  306,201  306,201  306,201 

(利益剰余金の部)        

Ⅰ 利益剰余金期首残高   1,390,884  1,433,487  1,390,884 

Ⅱ 利益剰余金増加高        

 １ 中間（当期）純利益  136,567 136,567 42,162 42,162 98,614 98,614 

Ⅲ 利益剰余金減少高        

 １ 配当金  28,007 28,007 28,005 28,005 56,012 56,012 

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
（期末）残高 

  1,499,444  1,447,644  1,433,487 
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④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成14年10月21日 
至 平成15年４月20日)

当中間連結会計期間 
(自 平成15年10月21日 
至 平成16年４月20日)

前連結会計年度 
(自 平成14年10月21日 
至 平成15年10月20日)

区分 
注記 
番号 金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー     

１ 税金等調整前 
中間(当期)純利益  223,737 82,495 196,347 

２ 減価償却費  41,993 39,930 85,163 

３ 貸倒引当金の増加額 
（△減少額）  △1,118 △1,546 4,106 

４ 賞与引当金の減少額  △5,513 △6,779 △3,060 

５ 退職給付引当金の増加額  6,710 5,995 20,387 

６ 役員退職慰労引当金の 
減少額  △218,382 △406 △213,331 

７ 受取利息及び受取配当金  △538 △550 △1,305 

８ 支払利息  30,442 29,785 57,211 

９ 投資有価証券評価損  7,359 ― 1,000 

10 固定資産売却益  ― △5,183 ― 

11 固定資産処分損  2,153 363 4,619 

12 売上債権の減少額  131,139 387,609 8,384 

13 たな卸資産の減少額 
（△増加額）  115,277 71,551 △22,398 

14 仕入債務の減少額  △49,838 △22,621 △14,749 

15 未払消費税等の増加額 
    (△減少額)  9,256 19,166 △3,444 

16 未成業務受入金の増加額  30,025 79,101 ― 

17 その他  5,835 25,796 △17,793 

小計  328,541 704,709 101,136 

18 利息及び配当金の受取額  538 550 1,305 

19 利息の支払額  △29,697 △29,009 △56,598 

20 法人税等の支払額  △1,424 △27,327 △7,617 

21 法人税等の還付額  32,445 1,170 31,274 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 330,403 650,093 69,500 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

    

１ 定期性預金の純減少額  6,000 ― 12,000 

２ 有形固定資産 
の取得による支出 

 △160,687 △1,536 △181,471 

３ 有形固定資産 
の売却による収入  ― 37,583 ― 

４ 無形固定資産 
の取得による支出  △250 △4,085 △3,771 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △154,937 31,960 △173,242 
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前中間連結会計期間 

(自 平成14年10月21日 
至 平成15年４月20日)

当中間連結会計期間 
(自 平成15年10月21日 
至 平成16年４月20日)

前連結会計年度 
(自 平成14年10月21日 
至 平成15年10月20日)

区分 
注記 
番号 金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー     

１ 短期借入金の純減少額  △150,000 △200,000 △130,000 

２ 長期借入れによる収入  ― ― 350,000 

３ 長期借入金の 
返済による支出 

 △150,696 △235,132 △306,390 

４ 配当金の支払額  △28,007 △28,005 △56,012 

５ 社債の発行による収入  200,000 ― 200,000 

６ 自己株式取得による支出  △200 ― △200 

財務活動による 
キャッシュ・フロー  △128,903 △463,137 57,397 

Ⅳ 現金及び現金同等物 
の増減額  46,562 218,917 △46,345 

Ⅴ 現金及び現金同等物 
の期首残高  383,946 337,601 383,946 

Ⅵ 現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高  430,508 556,519 337,601 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成14年10月21日 
至 平成15年４月20日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成15年10月21日 
至 平成16年４月20日) 

前連結会計年度 
(自 平成14年10月21日 
至 平成15年10月20日) 

１ 連結の範囲に関す
る事項 

(1) 連結子会社の数 １社 
新栄エンジニア㈱ 

(1) 連結子会社の数 １社 
同 左 

(1) 連結子会社の数 １社 
同 左 

 (2) 非連結子会社の名称等 
㈱クリエイティブ蒼風 
哈爾濱新龍工程技術開
発有限公司 
哈爾濱北友土木工程開
発有限公司 

(連結の範囲から除いた理
由) 
非連結子会社３社は、い

ずれも小規模であり、合計
の総資産、売上高、中間純
損益及び利益剰余金(持分
に見合う額)等は、いずれ
も中間連結財務諸表に重要
な影響を及ぼしていないた
めであります。 

(2) 非連結子会社の名称等 
同 左 

 
 
 
 
 (連結の範囲から除いた理
由) 

同 左 
 
 
 
 
 
 
 

 

(2) 非連結子会社の名称等 
同 左 

 
 
 
 
 (連結の範囲から除いた理
由) 

非連結子会社３社は、い
ずれも小規模であり、合計
の総資産、売上高、当期純
損益及び利益剰余金(持分
に見合う額)は、いずれも
連結財務諸表に重要な影響
を及ぼしていないためであ
ります。 

２ 持分法の適用に関
する事項 

非連結子会社は、それぞ
れ中間純損益及び利益剰余
金等に及ぼす影響が軽微で
あり、かつ、全体としても
重要性がないため、持分法
の適用範囲から除外してお
ります。 
非連結子会社は上記㈱ク

リエイティブ蒼風、哈爾濱
新龍工程技術開発有限公
司、哈爾濱北友土木工程開
発有限公司であります。 

同 左 
 

非連結子会社は、それぞ
れ連結純損益及び利益剰余
金に及ぼす影響が軽微であ
り、かつ、全体としても重
要性がないため、持分法の
適用範囲から除外しており
ます。 
非連結子会社は上記㈱ク

リエイティブ蒼風、哈爾濱
新龍工程技術開発有限公
司、哈爾濱北友土木工程開
発有限公司であります。 

３ 連結子会社の中間
決算日(決算日)等
に関する事項 

連結子会社の中間決算日
は、３月31日であります。 
中間連結財務諸表の作成

にあたっては、同決算日現
在の中間財務諸表を使用し
ております。但し、中間連
結決算日までの期間に発生
した重要な取引について
は、連結上必要な調整を行
っております。 

同 左 
 

連結子会社の決算日は、
９月30日であります。 
連結財務諸表の作成にあ

たっては、同決算日現在の
財務諸表を使用しておりま
す。但し、連結決算日まで
の期間に発生した重要な取
引については、連結上必要
な調整を行っております。 

４ 会計処理基準に関
する事項 

(1) 重要な資産の評価基準
及び評価方法 

① 有価証券 
その他有価証券 

・時価のあるもの 
中間決算日の市場価
格等に基づく時価法
(評価差額は全部資
本直入法により処理
し、売却原価は移動
平均法により算定) 

・時価のないもの 
移動平均法による
原価法 

(1) 重要な資産の評価基準
及び評価方法 

① 有価証券 
その他有価証券 

・時価のあるもの 
同 左 

 
 
 
 
 
・時価のないもの 

同 左 

(1) 重要な資産の評価基準
及び評価方法 

① 有価証券 
その他有価証券 

・時価のあるもの 
期末日の市場価格等
に基づく時価法(評
価差額は全部資本直
入法により処理し、
売却原価は移動平均
法により算定) 

・時価のないもの 
同 左 
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項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成14年10月21日 
至 平成15年４月20日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成15年10月21日 
至 平成16年４月20日) 

前連結会計年度 
(自 平成14年10月21日 
至 平成15年10月20日) 

 ② たな卸資産 

イ 未成業務支出金 

個別法による原価法 

ロ 貯蔵品 

最終仕入原価法 

② たな卸資産 

イ 未成業務支出金 

同 左 

ロ 貯蔵品 

同 左 

② たな卸資産 

イ 未成業務支出金 

同 左 

ロ 貯蔵品 

同 左 

 (2) 重要な減価償却資産の

減価償却方法 

① 有形固定資産 

定率法 

ただし、平成10年４

月１日以降取得した建

物(建物附属設備を除

く。)及び賃貸資産に

ついては、定額法 

なお、主な耐用年数

は次のとおりでありま

す。 

建物及び 
構築物 10年～50年

工具器具 
備品 ５年～15年

賃貸資産 15年～50年
 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却方法 

① 有形固定資産 

同 左 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却方法 

① 有形固定資産 

同 左 

 ② 無形固定資産 

定額法 

ただし、ソフトウェ

ア(自社利用)について

は、社内利用可能期間

(５年)に基づく定額法 

② 無形固定資産 

同 左 

② 無形固定資産 

同 左 

 (3) 重要な引当金の計上基

準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる

損失に備えるため、一

般債権については貸倒

実績率等により、貸倒

懸念債権等特定の債権

については個別に債権

の回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を

計上しております。 

(3) 重要な引当金の計上基

準 

① 貸倒引当金 

同 左 

(3) 重要な引当金の計上基

準 

① 貸倒引当金 

同 左 

 ② 賞与引当金 

従業員の賞与の支給

に備えるため、支給見

込額に基づき計上して

おります。 

② 賞与引当金 

同 左 

② 賞与引当金 

同 左 
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項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成14年10月21日 
至 平成15年４月20日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成15年10月21日 
至 平成16年４月20日) 

前連結会計年度 
(自 平成14年10月21日 
至 平成15年10月20日) 

 ③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に

備えるため、当連結会

計年度末における退職

給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当

中間連結会計期間末に

おいて発生していると

認められる額を計上し

ております。 

なお、会計基準変更

時差異(63,905千円)に

ついては、５年間で均

等額を繰り入れる方法

をとり、当中間連結会

計期間に年間負担額の

２分の１を費用処理し

ております。 

③ 退職給付引当金 

同 左 

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に

備えるため、当連結会

計年度末における退職

給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上

しております。 

なお、会計基準変更

時差異(63,905千円)に

ついては、５年間で均

等額を費用処理してお

ります。 

 ④ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の

支給に備えるため、役

員退職慰労金規程に基

づく中間期末要支給額

を計上しております。 

④ 役員退職慰労引当金 

同 左 

④ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の

支給に備えるため、役

員退職慰労金規程に基

づく期末要支給額相当

額を計上しておりま

す。 

 (4) 重要なリース取引の処

理方法 

リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

(4) 重要なリース取引の処

理方法 

同 左 

(4) 重要なリース取引の処

理方法 

同 左 

 (5) その他中間連結財務諸

表作成のための重要な

事項 

消費税等の会計処理方

法 

税抜方式によってお

ります。 

(5) その他中間連結財務諸

表作成のための重要な

事項 

消費税等の会計処理方

法 

同 左 

(5) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

 

消費税等の会計処理方

法 

同 左 

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

(連結キャッシ

ュ・フロー計算

書)における資金

の範囲 

中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資金

(現金及び現金同等物)は、

手許現金、要求払預金及び

容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還

期限の到来する短期投資か

らなっております。 

同 左 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許

現金、要求払預金及び容易

に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資からな

っております。 
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追加情報 

 

前中間連結会計期間 
(自 平成14年10月21日 
至 平成15年４月20日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成15年10月21日 
至 平成16年４月20日) 

前連結会計年度 
(自 平成14年10月21日 
至 平成15年10月20日) 

１ 税効果会計における税率変更 

地方税法等の一部を改正する

法律（平成15年法律第９号）が平

成15年３月31日に公布されたこと

に伴い、当中間連結会計期間の繰

延税金資産及び繰延税金負債の計

算（ただし、平成16年10月21日以

降解消が見込まれるものに限

る。）に使用した法定実効税率

は、前連結会計年度の41.7％から

40.4％に変更されました。その結

果、繰延税金資産の金額（繰延税

金負債の金額を控除した金額）が

2,766千円減少し、当中間連結会計

期間に計上された法人税等調整額

が2,673千円、その他有価証券評価

差額金が93千円、それぞれ増加し

ております。 

 

 

 

 

 

――――― ――――― 
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注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

 

前中間連結会計期間末 
(平成15年４月20日) 

当中間連結会計期間末 
(平成16年４月20日) 

前連結会計年度末 
(平成15年10月20日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

1,016,169千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

1,055,139千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

1,022,823千円 

 

※２ 担保に供している資産 

担保に供している資産及びこ

れに対応する債務は次のとお

りであります。 

担保提供資産 

建物及び 
構築物 372,295千円

賃貸資産 382,632千円

土地 2,120,487千円

計 2,875,415千円

対応する債務 

短期借入金 701,792千円

長期借入金 1,577,916千円

計 2,279,708千円
 

※２ 担保に供している資産 

担保に供している資産及びこ

れに対応する債務は次のとお

りであります。 

担保提供資産 

定期預金 46,344千円

建物及び 
構築物 381,938千円

賃貸資産 326,278千円

土地 2,088,087千円

計 2,842,649千円

対応する債務 

短期借入金 532,522千円

長期借入金 1,526,360千円

計 2,058,882千円
 

※２ 担保に供している資産 

担保に供している資産及びこ

れに対応する債務は次のとお

りであります。 

担保提供資産 

定期預金 46,360千円

建物及び 
構築物 393,708千円

賃貸資産 336,875千円

土地 2,120,487千円

計 2,897,433千円

対応する債務 

短期借入金 757,024千円

長期借入金 1,736,990千円 

計 2,494,014千円
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(中間連結損益計算書関係) 

 

前中間連結会計期間 
(自 平成14年10月21日 
至 平成15年４月20日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成15年10月21日 
至 平成16年４月20日) 

前連結会計年度 
(自 平成14年10月21日 
至 平成15年10月20日) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のと

おりであります。 

役員報酬 49,463千円

給与手当 100,753千円

賞与引当金 
繰入額 18,218千円

退職給付費用 6,439千円

役員退職慰労 
引当金繰入額 11,072千円

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のと

おりであります。 

役員報酬 43,149千円

給与手当 93,411千円

賞与引当金 
繰入額 13,531千円

退職給付費用 6,042千円

役員退職慰労 
引当金繰入額 4,828千円

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のと

おりであります。 

役員報酬 93,042千円

給与手当 200,268千円

賞与引当金 
繰入額 18,886千円

退職給付費用 16,071千円

役員退職慰労 
引当金繰入額 16,123千円

 
――――― ※２ 固定資産売却益の内訳は次の

とおりであります。 

土地 5,183千円
 

――――― 

※３ 役員退職慰労引当金戻入益

は、役員退職慰労金規程の改

訂に伴うものであります。 

――――― ※３ 役員退職慰労引当金戻入益

は、役員退職慰労金規程の改

訂に伴うものであります。 

※４ 固定資産処分損の内訳は次の

とおりであります。 
機械装置及び
運搬具除却損 7千円

工具器具備品 
除却損 1,041千円

ソフトウェア 
除却損 

1,105千円
 

※４ 固定資産処分損の内訳は次の

とおりであります。 

工具器具備品 
除却損 327千円

ソフトウェア 
除却損 36千円

 

※４ 固定資産処分損の内訳は次の

とおりであります。 

建物及び構築物

除却損 
1,196千円

機械装置及び運
搬具除却損 

684千円

工具器具備品 
除却損 

1,632千円

ソフトウェア 
除却損 1,105千円

 
 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 

前中間連結会計期間 
(自 平成14年10月21日 
至 平成15年４月20日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成15年10月21日 
至 平成16年４月20日) 

前連結会計年度 
(自 平成14年10月21日 
至 平成15年10月20日) 

現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 436,508千円

預入期間が３ヶ月を

超える定期性預金 
△6,000千円

現金及び現金同等物 430,508千円
 

現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 556,519千円

預入期間が３ヶ月を

超える定期性預金 
― 千円

現金及び現金同等物 556,519千円
 

現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

現金及び預金勘定 337,601千円

預入期間が３ヶ月を

超える定期性預金 
  ― 千円

現金及び現金同等物 337,601千円
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(リース取引関係) 

 

前中間連結会計期間 
(自 平成14年10月21日 
至 平成15年４月20日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成15年10月21日 
至 平成16年４月20日) 

前連結会計年度 
(自 平成14年10月21日 
至 平成15年10月20日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 
 

 

機械装 
置及び 
運搬具 

(千円) 

工具器 
具備品 

(千円) 

ソフト 
ウェア 

(千円) 

合計 

(千円) 

取得価額 
相当額 

155,578 75,078 29,469 260,125

減価償却 
累計額 
相当額 

84,767 43,764 15,733 144,265

中間期末 
残高 

相当額 
70,811 31,313 13,735 115,860

 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 
 

 

機械装 
置及び 
運搬具 

(千円) 

工具器 
具備品 

(千円) 

ソフト 
ウェア 

(千円) 

合計 

(千円) 

取得価額 
相当額 

131,862 82,794 35,685 250,341

減価償却 
累計額 
相当額 

81,552 55,262 22,560 159,374

中間期末 
残高 

相当額 
50,309 27,531 13,125 90,966

 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 
 

 

機械装 
置及び 
運搬具 

(千円) 

工具器 
具備品 

(千円) 

ソフト 
ウェア 

(千円) 

合計 

(千円) 

取得価額 
相当額 

172,612 75,078 53,775 301,465

減価償却 
累計額 
相当額 

107,264 51,272 24,627 183,163

期末残高 
相当額 

65,348 23,805 29,148 118,302

 
(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年内 45,069千円

１年超 70,790千円

合計 115,860千円

(注) 取得価額相当額及び未経過

リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間

期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込

み法により算定しておりま

す。 

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年内 36,242千円

１年超 54,723千円

合計 90,966千円

(注)     同 左 

(2) 未経過リース料期末残高相当

額 

１年内 44,629千円

１年超 73,672千円

合計 118,302千円

(注) 取得価額相当額及び未経過

リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により

算定しております。 

(3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 24,987千円

減価償却費 
相当額 24,987千円

 

(3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 24,420千円

減価償却費 
相当額 24,420千円

 

(3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 49,318千円

減価償却費 
相当額 49,318千円

 
(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同 左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 
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(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末（平成15年４月20日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 

区分 取得原価(千円) 
中間連結貸借対照表 

計上額(千円) 差額(千円) 

株式 85,126 77,931 △7,194 

計 85,126 77,931 △7,194 

 

２ 時価評価されていない主な有価証券 

 

区分 中間連結貸借対照表計上額(千円) 

その他有価証券 
非上場株式(店頭売買株式を除く) 13,800 

 

当中間連結会計期間末（平成16年４月20日）  

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 

区分 取得原価(千円) 
中間連結貸借対照表 

計上額(千円) 
差額(千円) 

株式 92,485 91,937 △548 

計 92,485 91,937 △548 

 

２ 時価評価されていない主な有価証券 

 

区分 中間連結貸借対照表計上額(千円) 

その他有価証券 
非上場株式(店頭売買株式を除く) 

12,800 
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前連結会計年度末（平成15年10月20日） 

 １ その他有価証券で時価のあるもの 

 

区分 取得原価(千円) 
連結貸借対照表 
計上額(千円) 差額(千円) 

株式 92,485 95,348 2,862 

計 92,485 95,348 2,862 

                              

 ２ 時価評価されていない主な有価証券 

区分 連結貸借対照表計上額(千円) 

その他有価証券 
非上場株式(店頭売買株式を除く) 12,800 

 

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間(自平成14年10月21日 至平成15年４月20日)、当中間連結会計期間(自平成

15年10月21日 至平成16年４月20日)及び前連結会計年度(自平成14年10月21日 至平成15年10

月20日) 

当社グループはデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 
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(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成14年10月21日 至 平成15年４月20日) 

当社グループは建設コンサルタント事業を主事業としており、当中間連結会計期間における建設

コンサルタント事業の売上高及び営業利益の金額は、全セグメント売上高の合計、営業利益の合計

額に占める割合がいずれも90％超であるため、記載を省略しております。 

 

 

当中間連結会計期間(自 平成15年10月21日 至 平成16年４月20日) 

 

 
建設コンサルタ

ント事業 
（千円） 

その他事業 
（千円） 計(千円) 

消去又は 
全社(千円) 連結(千円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益      

売上高      

(1) 外部顧客に 
対する売上高 1,329,994 51,807 1,381,801 ― 1,381,801 

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

― 78 78 (78) ― 

計 1,329,994 51,885 1,381,879 (78) 1,381,801 

営業費用 1,139,847 37,119 1,176,966 100,423 1,277,390 

営業利益 190,146 14,765 204,912 (100,501) 104,410 

(注) １ 事業の区分は、事業の類似性を考慮して行っております。 

２ 各区分に属する主要な事業内容 

    (1) 建設コンサルタント事業………地質調査・土木設計等 

    (2) その他事業………………………不動産賃貸業等 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(100,501千円)の主なものは、当社の

管理部門に係る費用であります。 
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前連結会計年度(自 平成14年10月21日 至 平成15年10月20日) 

 

 
建設コンサルタ

ント事業 
（千円） 

その他事業 
（千円） 計(千円) 

消去又は 
全社(千円) 連結(千円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益      

売上高      

(1) 外部顧客に 
対する売上高 2,461,211 101,074 2,562,286 ― 2,562,286 

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

― 156 156 (156) ― 

計 2,461,211 101,230 2,562,442 (156) 2,562,286 

営業費用 2,145,303 78,773 2,224,076 216,409 2,440,486 

営業利益 315,908 22,456 338,365 (216,565) 121,799 

(注) １ 事業の区分は、事業の類似性を考慮して行っております。 

２ 各区分に属する主要な事業内容 

    (1) 建設コンサルタント事業………地質調査・土木設計等 

    (2) その他事業………………………不動産賃貸業等 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(216,565千円)の主なものは、当社の

管理部門に係る費用であります。 

 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、本邦以外の国又は地域

に所在する連結子会社及び在外支店がないため該当事項はありません。 

 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、海外売上高がないため

該当事項はありません。 
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(１株当たり情報) 

 

項目 
前中間連結会計期間 
自 平成14年10月21日 
至 平成15年４月20日 

当中間連結会計期間 
自 平成15年10月21日 
至 平成16年４月20日 

前連結会計年度 
自 平成14年10月21日 
至 平成15年10月20日 

１株当たり純資産額 387円58銭 379円４銭 376円87銭 

１株当たり中間(当期)純利益 24円38銭 ７円52銭 17円60銭 

 （追加情報） 

前連結会計年度から

「１株当たり当期純利益

に関する会計基準」（企

業会計基準第２号）及び

「１株当たり当期純利益

に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適

用指針第４号）を早期適

用しております。なお、

同会計基準及び適用指針

を前中間連結会計期間に

適用して算定した場合の

１株当たり情報について

は、影響ありません。 

―――――― ―――――― 

 
  （注）１．前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度における潜在株式調整後１株当たり

中間(当期)純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式がないため記載しておりませ

ん。 

     ２．１株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 
 

 前中間連結会計期間 
自 平成14年10月21日 
至 平成15年４月20日 

当中間連結会計期間 
自 平成15年10月21日 
至 平成16年４月20日 

前連結会計年度 
自 平成14年10月21日 
至 平成15年10月20日 

中間（当期）純利益 136,567千円 42,162千円 98,614千円 

普通株主に帰属しない金額         ― 千円 ― 千円       ― 千円 

普通株式に係る 
中間（当期）純利益 

136,567千円 42,162千円 98,614千円 

期中平均株式数 5,601,049株 5,601,024株 5,601,036株 

希薄化効果を有しないため、

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益の算定に含

めなかった潜在株式の概要 

旧商法第210条ノ2の規定

に基づくストックオプシ

ョン制度に係る自己株式

127,000株であります。 

旧商法第210条ノ2の規定

に基づくストックオプシ

ョン制度に係る自己株式

127,000株であります。 

同 左 

 

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

 

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 
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５．生産、受注及び販売の状況 

(1) 生産実績 

 

当中間連結会計期間 
(自 平成15年10月21日 
至 平成16年４月20日) 事業の種類別セグメントの名称 

金額(千円) 前年同期比(％) 

建設コンサルタント事業 1,329,994 91.02 

その他事業 ― ― 

合計 1,329,994 91.02 

(注) １ 生産実績の金額は、販売価格で表示しております。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

(2) 受注状況 

 

当中間連結会計期間 
(自 平成15年10月21日 
至 平成16年４月20日) 事業の種類別セグメントの名称 

受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％) 

建設コンサルタント事業 1,031,688 93.26 728,183 100.29 

その他事業 ― ― ― ― 

合計 1,031,688 93.26 728,183 100.29 

(注) １ 数量につきましては、業務の特殊性から把握が困難なため記載を省略しております。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

(3) 販売実績 

 

当中間連結会計期間 
(自 平成15年10月21日 
至 平成16年４月20日) 事業の種類別セグメントの名称 

金額(千円) 前年同期比(％) 

建設コンサルタント事業 1,329,994 91.02 

その他事業 51,807 101.86 

合計 1,381,801 91.38 

(注) １ 数量につきましては、業務の特殊性から把握が困難なため記載を省略しております。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 主要相手先別の販売実績は、次のとおりであります。 
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前中間連結会計期間 

(自 平成14年10月21日 
至 平成15年４月20日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成15年10月21日 
至 平成16年４月20日) 相手先 

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％) 

新潟県 532,123 35.19 527,636 38.18 

国土交通省 364,268 24.09 476,754 34.50 

(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

 

 


